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○プロポーザル方式実施要領 

令和 ５年１０月３１日制定 

（趣旨） 

第１条 この要領は、別に定めがあるものを除き、岩見沢市が発注する建設工事及び

建設工事に関する委託業務（以下「工事等」という。）の業者等の選定について、

高度な創造性、技術力又は経験等を必要とし、価格のみによる競争では所期の目的

を達成することができないものについて、参加者から提出された技術提案の内容の

審査及び評価を行うことにより、対象工事等の内容に最も適した優先交渉権者を特

定する方式（以下「プロポーザル方式」という。）を実施するに当たり、必要な手

続を定めるものとする。 

（対象） 

第２条 工事等のうち、指名委員会（岩見沢市工事参加資格者審議会及び工事入札参

加者指名委員会規程（昭和５４年訓令第１４号）第１３条に規定する工事等入札参

加者指名委員会をいう。以下同じ。）がプロポーザル方式により優先交渉権者の特

定を行うことが適当と認めたものについて、対象とする。ただし、設計金額が５０

０万円以下の場合は、当該工事等の契約を所管する部長が認めたものについて、対

象とする。 

（審査委員会） 

第３条 市長は、プロポーザル方式を実施するときは、プロポーザルの参加者から優

先交渉権者を特定するために必要となる事項を審査するための合議制の組織（以下

「審査委員会」という。）を設置するものとする。 

２ 審査委員会は、当該事業の所管部署を事務局とし、所管部署の長や関係部署の長

などにより構成する。 

３ 市長は、前項に規定する以外の者を構成員とすることができる。 

４ 審査委員会の代表者は、構成員の互選により定める。 

５ 審査委員会の代表者は、必要に応じ、構成員以外の者に意見を求めることができ
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る。 

（プロポーザル方式の種類） 

第４条 プロポーザル方式による優先交渉権者の特定は、次の各号のいずれかの方式

によるものとする。 

(1) 対象工事等に対する参加者の参加意欲を反映し、技術的適性をより的確に把握

するため、あらかじめ工事等の概要及び参加資格等を公示し、参加を希望する者

から提出された参加表明書等の審査により選定された者に対して技術提案書等

の提出を求め、提案内容の審査及び評価を行うことにより、対象工事等の内容に

最も適した優先交渉権者を特定する方法（以下「公募型プロポーザル方式」とい

う。） 

(2) 一定の条件を満たす有資格業者の中から、技術提案書等の提出を求める者を直

接選定し、提案内容の審査及び評価を行うことにより、対象工事等の内容に最も

適した優先交渉権者を特定する方法（以下「簡易型プロポーザル方式」という。） 

（募集要件等） 

第５条 審査委員会は、次に掲げる事項を決定する。 

(1) 積算価格及びその他金額に係る条件に関すること。 

(2) プロポーザルへの参加資格に関すること。 

(3) 技術提案等を評価するための評価基準、評価項目及び評価方法に関すること。 

(4) 技術提案等の提出期限、提出場所及び提出方法に関すること。 

(5) ヒアリングの実施に係る事項に関すること。 

(6) 評価が同点となった場合の措置に関すること。 

(7) 募集から優先交渉権者の特定までのスケジュールに関すること。 

(8) 優先交渉権者の特定に関すること。 

(9) その他審査委員会が必要と認める事項。 

（プロポーザル方式への参加要件） 

第６条 プロポーザル方式に参加しようとする者は、次に掲げる要件に該当するもの

とする。 
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(1) 岩見沢市工事等競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登

録されている者で、工事においては市長が指定した工事種別及び等級に格付けさ

れていること、業務においては市長が指定した業務種別に登録されていること。 

(2) 資格者名簿に登録されている本店又は営業所の所在地が、対象工事等において

市長の指定した区域内にあること。 

(3) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当しないこと。 

(4) 工事においては、対象工事に対応する建設業法（昭和２４年法律第１００号）

に基づく許可を有していること。業務においては、対象業務に対応する資格を有

していること。 

(5) 対象工事等と同種又は類似の実績があること。 

(6) 岩見沢市入札参加資格者指名停止基準の規定に基づく指名停止措置を受けてい

ないこと。 

(7) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申し立て

がなされている者等、経営状態が著しく不健全である者でないこと。（更生計画

の認可が決定した場合又は再生計画の認可決定が確定した場合を除く。） 

(8) 対象工事等に係る設計業務の受託者と資本関係又は人的関係がないこと。 

(9) 参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと（資本関係又は人

的関係のある者の全員が共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く）。 

(10) 共同企業体の場合にあっては、前各号のほか、対象工事等において市長が指

定した共同企業体としての要件も満たしていること。 

(11) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認めて定める条件を満たしている

こと。 

２ 工事の場合は、前項各号に定めるもののほか、次に掲げる要件にも該当するもの

とする。 

(1) 建設業法第２６条各項に規定する監理技術者又は主任技術者を工事現場に配置
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できること。 

(2) 現場代理人を工事現場に専任で配置できること。 

３ 市長は、対象工事等の内容に応じ、第１項各号及び前項各号に定める要件により

難い事情があるときは、プロポーザル参加資格の内容を変更することができる。 

（プロポーザルの公募） 

第７条 市長は、公募型プロポーザル方式を実施しようとするときは、次の各号に掲

げる事項を掲示その他の方法により周知のうえ、実施説明書を配布するものとする。 

(1) 工事等の概要に関すること 

(2) 参加資格要件に関すること 

(3) 技術提案書等を評価するための評価基準 

(4) 実施説明書を配布する期間、場所及び方法 

(5) 参加表明書等の提出の方法、場所及び期限 

(6) 技術提案書等の提出の方法、場所及び期限 

(7) その他市長が必要と認める事項 

（参加表明書の提出） 

第８条 公募型プロポーザル方式に参加しようとする者（以下「参加希望者」という。）

は、参加表明書に実施説明書で指定された必要書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

（参加表明書等の審査及び結果の通知） 

第９条 市長は、参加表明書等を受理した場合、審査委員会にその内容を審査させる

ものとする。 

２ 審査委員会は、前項の審査結果を指名委員会に報告するものとする。ただし、設

計金額が５００万円以下の場合は、当該工事等の契約を所管する部長に報告するも

のとする。 

３ 指名委員会は、前項の報告に基づき、技術提案書等の提出を要請する参加希望者

（以下「参加要請者」という。）を選考し、市長に報告するものとする。ただし、

設計金額が５００万円以下の場合は、当該工事等の契約を所管する部長が前項の報
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告に基づき参加要請者を選考し、市長に報告するものとする。 

４ 市長は、前項の選考結果に基づき参加要請者を決定したときは、書面で当該参加

要請者及び技術提案書等の提出を要請しない参加希望者（以下「非参加要請者」と

いう。第１項の審査により参加資格要件を満たさなかった者を含む。）に通知する

ものとする。 

５ 市長は、前項の非参加要請者に、参加要請されなかった理由を記載し通知するも

のとする。 

６ 前項の規定により参加要請されなかった理由が記載された通知を受けた非参加要

請者は、指定された期限までに、市長に対し、書面により参加要請されなかった理

由について説明を求める申立書を提出することができる。 

７ 市長は、前項の申立書の内容が不明確のとき、又は裏付けとなる資料がないとき

は、当該申立てを却下することができる。 

８ 市長は、第６項の申立書を受領した場合は、必要に応じて別途定める方法により

回答するものとする。 

（参加要請の取消） 

第１０条 市長は、前条第４項の通知の後に、参加要請者が第６条第１項各号及び同

条第２項各号に掲げる要件に該当しないと認めたとき又は参加表明書に虚偽の記

載をしたことが明らかになったときは、当該参加要請者に対する要請を取り消し、

その旨を書面により通知するものとする。 

（技術提案書等の提出者の選定） 

第１１条 市長は、簡易型プロポーザル方式を実施しようとするときは、対象工事等

を十分に履行する能力を有すると認められる有資格業者を選定するため、審査委員

会に有資格業者の審査をさせるものとする。 

２ 審査委員会は、前項の審査結果を指名委員会に報告するものとする。ただし、設

計金額が５００万円以下の場合は、当該工事等の契約を所管する部長に報告するも

のとする。 

３ 指名委員会は、前項の報告に基づき、対象者の中から技術提案書等の提出を要請
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する者を選考し、市長に報告するものとする。ただし、設計金額が５００万円以下

の場合は、当該工事等の契約を所管する部長が前項の報告に基づき対象者の中から

技術提案書等の提出を要請する者を選考し、市長に報告するものとする。 

４ 市長は、前項で選考された者に対して、工事等の概要等を示し、技術提案書の提

出について意思確認を行うものとする。 

（技術提案書等の提出の要請） 

第１２条 市長は、参加要請者（前条第４項の規定により提出意思が確認された者を

含む。）に対し、技術提案書等の提出を要請するものとする。 

２ 前項の要請は、次の各号に掲げる事項を記載した提出要請書により行うものとす

る。 

(1) 工事等の目的、概要、条件等 

(2) 技術提案書等の提出の方法、場所及び期限 

(3) 技術提案書等の作成書式及び記載上の留意事項 

(4) 質問の受付方法、受付窓口、受付期間及びその回答方法 

(5) 技術提案書等の著作権等の取扱い 

(6) その他市長が必要と認める事項 

３ 参加要請者は、指定された期限までに技術提案書等を提出しなければならない。

ただし、辞退を希望する者は、辞退届に辞退理由を記載し、指定された期限までに

届け出なければならない。 

（優先交渉権者の特定） 

第１３条 市長は、技術提案書等を受理した場合、その内容について、第７条第３号

により設定した評価基準に基づき、審査委員会による審査及び評価を行い、対象工

事等の内容に最も適すると認められる者を優先交渉権者として特定するものとす

る。 

２ 審査委員会は、採否の決定に当たり、必要に応じ、参加要請者に対しヒアリング

を実施する。 

３ 審査委員会は、採否の決定に当たり、必要に応じ、参加要請者を匿名にて評価す
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る。 

４ 市長は、第１項の審議結果に基づき、優先交渉権者として特定された者（以下「特

定者」という。）及び特定されなかった者に書面により通知するものとする。 

５ 前項の特定されなかった者は、指定された期限までに、市長に対し、書面により、

その理由について説明を求める申立書を提出することができる。 

６ 市長は、前項の申立書の内容が不明確のとき、又は裏付けとなる資料がないとき

は、当該申立てを却下することができる。 

７ 市長は、第５項の申立書を受領した場合は、必要に応じて別途定める方法により

回答するものとする。 

（優先交渉権者の特定の取消） 

第１４条 市長は、前条第４項の通知の後に、特定者が第６条第１項各号及び同条第

２項各号に掲げる要件に該当しないと認めたとき又は技術提案書等に虚偽の記載

をしたことが明らかとなったときは、当該特定を取り消し、その旨を書面により通

知するものとする。 

（補則） 

第１５条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この要領は、令和５年１１月１日から施行する。 

（建設工事等に係る多様な入札方式等に関する実施要領の廃止） 

第２条 建設工事等に係る多様な入札方式等に関する実施要領（平成２１年３月３１

日市長決定）は、廃止する。 

（経過措置） 

第３条 この要領の施行の際、現に旧建設工事等に係る多様な入札方式等に関する実

施要領の規定に基づいてなされた手続等は、なお従前の例による。 


